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あらまし

　今日、自然景観を含む都市景観は、持続発展
可能な地域社会の実現という観点で見るならば
代表的な都市資産と位置づけられよう。2004年
の景観法の制定もあり、地方自治体では建物等
の形態・意匠や高さの規制強化への動きが活発
化している。他方、都市景観という社会的資本・
資産の形成は、規制に伴う負の便益の代償に
よって実現することも多い。
　ところで、近年のわが国の社会風潮は規制緩
和が中心であった。そのため、一般的な社会資
本整備と異なり金銭的な費用を代償としない整
備システムについては経験が浅く、このような
分野ではまだまだ検討すべき事項が多く残され
ている。地方税制における土地課税制度もその
１つと認識されるが、残念ながら景観施策の実
施に当たってこのような事項を含めて事前検討
されたという話しはほとんど聞かれない。
　このような背景により、本稿では、景観施策
が現行土地課税制度のもとで特に土地の固定資
産税収に及ぼす影響について検討することとし
た。具体的には、想定条件に基づきヘドニック
アプローチ等により景観施策にかかわる便益・
費用を測定し、これをもとに便益帰着構成表を
作成して便益と税収変化との基本的な関係を明
らかにすることを試みた。そのうえで、景観施
策のような最近の都市計画手法との関係におけ
る現行の土地課税制度の課題を抽出し、筆者な
りの考えを示した。

₁．はじめに

　持続発展可能な地域社会の実現という観点で
は、既存都市資産の価値を的確に評価しつつ将
来に向けて大切に活かしていくという姿勢が極
めて重要な意味をもつ。自然景観を含む都市景
観はこのような都市資産の代表格といえ、2004

年の景観法の制定もあって建物等の形態・意匠
や高さの規制強化を実施している地方自治体も
多い。
　このような規制強化を伴う景観施策に関して
は、実施以前から税収を含め都市経済に正だけ
でなく負の効果をも生じさせうることが指摘さ
れていた。しかしながら、景観施策はこれまで
の都市計画の変更と同様に事務事業であり、事
前の経済的評価は必須ではないため、その実態
は明らかでない。
　ところで、景観施策が都市税収、特に固定資
産税収に及ぼす影響については、大きく２つの
視点から検討することが可能である。１つは、
当該施策の目的・意図に直接かかわるもので、
施策全体の経済評価の枠組みの中で項目の１つ
として検討しようとするものである。このよう
な視点は、景観施策の効果の大きさや効率性等
の検討が主眼であるため通常、土地課税制度面
にまで踏み込んで議論されることはない。他方、
もう１つは、景観施策を大きな不動産価格事情
の変化ととらえ、土地課税制度面での課題等を
検討しようとするものである。このような視点
は、現行土地課税制度が最近の都市計画手法の
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流れにも十分機能しうるものであるかの見極め
が焦点となり地方税制度固有の議論といえる。
　以上から、本稿では、景観施策が現行土地課
税制度のもとで特に土地の固定資産税収に及ぼ
す影響について検討する。具体的には、想定条
件に基づきヘドニックアプローチ等により景観
施策にかかわる便益・費用を測定し、これを基
に便益帰着構成表を作成して便益と税収変化と
の基本的な関係を明らかにする。そのうえで、
景観施策のような最近の都市計画手法との関係
における現行の土地課税制度の課題を抽出し、
筆者なりの考えを示す。

₂．景観施策について

₂.₁　都市環境と景観

　通常、環境とは、あるもののまわりを取り巻
く周囲の状態や世界を指す。自然的なものにと
どまらず社会的なものまでを含む幅広い概念で
あり、便益評価分野で用いられる環境質という
用語はこのような環境の個々の性質・特性を指
している。都市環境についても、水辺や緑等の
自然的なものから騒音、情報インフラ等に至る
までその概念は幅広い。
　一方、景観の概念については「人間をとりま
く環境のながめにほかならない」2という考え方
がある。それは「単なるながめではなく、環境
に対する人間の評価と本質的なかかわりがあ
る」3とされている。都市景観は、当然その都市
が所在する自然環境の制約下にあるため自然景
観をも含む概念と考えられるが、前述の景観に
関する考え方を拡張すると都市景観は地域コ
ミュニティのような社会システムの機能状態の
ながめと解釈することも可能である。いずれに
せよ、都市景観の価値は、都市ごとに歴史、文化、
産業構造等が異なることから、個別性が強いで
あろうことが推察される。

₂.₂　最近の景観施策

　広い意味での景観施策は、景観法の制定以前
から行われている。例えば、京都市・奈良市・
鎌倉市を対象とした古都における歴史的風土の
保存に関する特別措置法の当初の制定は1966年
である。地方自治体独自の景観施策に関しても、
京都市では1970年に京都市風致地区条例、1972

年には京都市市街地景観整備条例が制定されて
いる。
　しかし、最近の景観施策はダウンゾーニング
的な色彩が一段と濃くなっているのが特徴的で
ある。例えば、京都市では、近年様々な手法を
用いて段階的に規制が強化されてきた。そして、
2007年9月に実施された新景観政策では、広域
的に建物の高さの最高限度の大幅引き下げ、屋
外広告物の規制強化、建物の形態・意匠基準の
詳細化、眺望景観・借景の保全措置が講じられ
た。
　このような新景観政策は、優れた景観を守り
育て、50年・100年後の未来へと引き継いでい
くことを目的としている。そのため、総論では
各方面より概ね支持が得られている。他方、規
制に直面する不動産・広告関係等の事業者から
は負の効果が指摘され、厳しい批判も行われた。
しかしながら、現在のところ当該政策に関する
評価は公表されておらず、その経済効果も不明
である。

₃．プロジェクト評価と便益帰着構成表

₃.₁　一般的なプロジェクト評価

　現在、道路・公園整備等のいわゆるハード事
業の経済評価に用いられている主な分析道具は
狭義の費用便益分析（cost-benefit analysis）であ
る4。一般的には、当該プロジェクトによる便益
とこれに要する費用が測定され、純便益基準、
内部収益率法、費用便益比（B/C）等の指標に
より経済評価が行われる（図１参照）。この場
合の便益の基準には、通常、消費者余剰の概念
が用いられる。この消費者余剰は等価変分（EV）
と補償変分（CV）に区別されるが、代替的な
選択肢がある場合は基準価格を現状に固定する

 2   中村良夫「景観原論」（土木工学大系編集委員会編『土木工学大系13景観論』彰国社，1977年），2ページ。
 3   中村，前掲書，2ページ。
 4   常木淳『費用便益分析の基礎』東京大学出版，2000年，81ページ参照。
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ことが求められるためEVが好ましいとされて
いる5。
　ところで、プロジェクト実施に伴う固定資産
税収の変化のような金銭的な移転関係は、いわ
ゆるキャンセル・アウトが生じるため、便益・
費用の総額には影響しない。そのため、一般的
なプロジェクト評価における費用便益分析で
は、固定資産税収の変化分は測定対象とされる
ことはない6。

₃.₂　便益帰着構成表の概要

　便益帰着構成表7は、費用便益分析に基づく
が、プロジェクト実施によって社会が受ける便
益・費用の総額だけでなく、その内容を詳しく
検討するために適用される手法である。最終的
な純便益算出に至るプロセス、すなわち、利害
関係者（経済主体）及び便益・費用の項目の整

理による経済主体ごとの受益と負担の額の把握
も便益帰着構成表作成の重要な目的である。そ
のためには、市場以外の場面での金銭的フロー
も明示的に組み込んで経済システムを表現する
必要がある。それゆえ、施設利用者の事業者へ
の料金の支払い、企業の投資家への配当、土地
所有者の自治体への固定資産税の納税といった
市場を介さない金銭的な移転・波及関係の変化
分も明示的に取り扱われる。

₃.₃　便益帰着構成表の特徴

　便益帰着構成表はマトリックスで表現され、
各列には関係経済主体が列挙され、各主体ごと
に便益等の額を合計したものは最終的に受ける
正味の便益額を表す。一方、行方向には費用・
便益等の項目が列挙され、その中には財・サー
ビス市場において余剰の変化として計測される

 5  費用便益分析に関する経済学的諸問題については、常木，前掲書，20－24ページ・38－49ページ参照。
 6   国土交通省・地域整備局「景観形成の経済的価値分析に関する検討報告書」，2007年、景観に係る建築規制の分析手法に関する

研究会・国土交通省住宅局「建築物に対する景観規制の効果の分析手法について」，2007年　のいずれに提示された経済的分析
手法も、固定資産税収に及ぼす影響を検討しうるものではない。

 7   上田孝行・髙木朗義「便益帰着構成表」（伊多波良雄編著『これからの政策評価システム』中央経済社，1999年，59ページ参照。
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図１　事業評価における費用便益分析の流れ
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項目と市場を介さない金銭的な移転に関する項
目が含まれる。
　また、便益帰着構成表は、関係経済主体の設
定に関して特徴がある。実際は持ち家世帯で
あっても家計の一面と土地所有者（地主）の一
面がそれぞれ独立した主体として扱われる部分
がその典型例である（表１参照）。その理由は、
複数の市場における変化を同時に考慮しようと
すると、ある世帯を財・サービス市場における
消費者としての一面と土地市場における土地所
有者としての一面に分けて扱う必要が生じるか
らである。そのため、理論的には、持ち家世帯
は自らに地代を支出していると考える。このよ
うな想定は、各関係経済主体の効用や利潤の総
変化分が、これを構成する個別の財に関する余
剰の変化分及び支出・収入の変化分の線形和と
して表される場合に許容される8。

₃.₄　本研究における便益帰着構成表の意義

　費用便益分析及び便益帰着構成表に対して
は、前記のような想定が許容されるための条件
成立に関する問題などがあるため、一般均衡を
念頭に置いているものの部分均衡分析の域を超
えるものではない等の指摘もある。しかしなが
ら、本研究は、土地課税制度面での課題検討を
主目的として、景観施策に伴う地価変化と土地

の固定資産税収変化との基本的な関係等を明ら
かにすることを意図している。このような研究
では、不動産市場を中心とした部分均衡分析に
よっても目的達成が可能であり、他方、経済主
体ごとに税を含む受益と負担の関係を検討でき
るメリットは大きい。以上の理由により、本研
究では便益帰着構成表を分析道具として用いる
ことにした。

₄．景観施策がもたらしうる経済効果

₄.₁　景観施策の影響と便益

　規制という手段を用いる景観施策の本質は、
良好な景観形成の促進にある。そのため、京都
市のように、建物の高さの最高限度の制限だけ
でなく、同時に建物の形態・意匠も誘導される
のが一般的である。本稿では、情報が豊富な京
都市の新景観政策を参考に、景観規制・誘導の
影響及びこれに基づく便益とその地価への帰着
関係を整理した（図２参照）。
　建物の高さの最高限度の制限強化に関して
は、対象区域（事業区域）の土地において許容
されている使用可能な容積率が制限を受ける場
合、２種類の便益が考えられる。１つは、制限
された高さ以上の生活環境（留保空間）が確保
されることによる正の便益である。その結果、

 8   公共投資等により外部経済・不経済が認識される場合には、枠組みの中のいずれかの市場において正または負の便益として測
定される。

表１　記述的な便益帰着構成表の作成例
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施策前の効用水準が維持される可能性は高ま
る。この観点による便益については、規制前の
土地利用状況と制限内容との関係によっては維
持のみならず改善という積極的な意味を持つ場
合もあり、地価への帰着も相応するものになろ
う。そして、もう１つは、収益性等が低下する
ことによる負の便益である。当然、その大きさ
は規制前の土地利用状況と制限内容との関係に
よって決まるが、区域として考えると制限を受
ける容積率に見合う建物需要が当該区域の内外
のいずれで満たされるかによって結果は大きく
異なるであろう。基本的には、収益性等の低下
により地価は下落するが、反面、区域内で建物
需要が吸収される場合はその程度に応じた地価
上昇が起こることになる。
　一方、建物の形態・意匠の誘導に関しては、
まず、街並み形成と空間使用制限等の２つの影
響が考えられる。街並み形成に関しては、形態・
意匠の統一感確保等に基づく修景向上による便
益が考えられる。その際、効用水準の向上及び
家賃の上昇が伴うと地価上昇が起こる。空間使
用制限等に関しては、２種類の便益が考えられ
る。１つは、誘導される建物の形態・意匠の質
に起因する建築費負担増（負の便益）であり、
もう１つは誘導された建物の形態・意匠が許容
されている使用可能な容積率の制限に結びつく
場合の収益性等低下よる負の便益である。そし
て、これらの便益は、いずれも地価下落に結び

つくものである。

₄.₂　景観施策による便益の特徴

　景観施策は、正だけでなく負の便益も生じさ
せる可能性が高いが、その発現過程については
特徴がある。それは、未利用地（更地）を除き、
建物の建築・建替え時に発現するという部分で
ある（図３参照）。理由は、建物建築・投資が
不可逆性を有し、かつ、投資額が相対的に大き
いため、規制前に建築された合法的な建物には
既得権が認められるからである（既存不適格建
物）。これにより、既存建物が存する期間中は
当該建物の効用に基づき価値が把握されること
になる。既存建物が除去された後に、ようやく
景観規制の下で実現する効用に基づき価値が把
握されることになるのである。

₅．実証　―想定景観施策に基づく税収変化―

₅.₁　分析に当たっての基本的事項

₅.₁.₁　事業対象地域及び景観施策に関
する設定

　具体的に便益帰着構成表を作成して便益と税

形態・意匠誘導 高さ制限強化

使用可 能
容積率低下街並み形成空間使用

制 限 等
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負 担 増 修景向上 収益性等
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効用水準
維　　持

地価維持

便
益

手
段

影
響
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着

図２　景観施策の便益の帰着イメージ
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収変化との基本的な関係を明らかにするため
に、平成19年1月1日を景観施策の仮想の実施日
として、前提となる事業対象区域及び景観施策
について表２・３のような想定上（架空）の条
件を設定した。
　事業対象区域のイメージは、京都市都心部の
職住混在型の地域を参考とし、中高層のマン
ションと低層一般住宅が混在している状況を想
定した。このような地域は、生活上の利便性が
良好で、かつ、歴史・文化遺産あるいは優良低
層木造建物等の残存率も比較的高いため、世帯
の地域選好が強い。他方、都心部に位置するた
め容積率等が緩和されている地域も多く、安定
した需要を背景に高層マンションの増加と相対
的な優良低層木造建物等の減少傾向が見受けら
れる。景観規制は、このような背景により検討
されることが多い。

₅.₁.₂　シミュレーション・モデルの簡単化

　本研究の趣旨により、便益発生と税収変化と
の基本的な関係を明確にするうえでは、シミュ
レーション・モデルの簡単化を行うことが便利
であり、次の前提条件を付加した9。
　①．対象区域内は世帯のみが立地
　②．測定期間中の人口は一定
　③．世帯は概ね同質的
　④．測定期間中の世帯の需要選好は不変
　⑤． 規制により制限を受けた建物需要は区域

内で優先的に代替需要される
　⑥．期間中の地価・物価水準は一定

₅.₁.₃　費用・便益項目等及び経済主体
の設定

　費用項目については、補助金考慮後の景観施
策関連事業費10のみを設定した。便益項目につ
いては、高度規制の影響（実質的容積率制限、
需要増による容積率の増加）、建築費負担増、
留保空間11の確保の３項目を設定した。また、

 9   基本的な社会経済モデルは、大野栄治「空間経済系における便益帰着構成表」（森杉壽芳編著『社会資本整備の便益評価』勁草
書房，1997年，42－52ページを参考とした。

10  あくまで架空の数値であり、京都市の事務事業評価結果等を参考に算出した。
11  ここでの留保空間は、何らかの地域合意により意図的にゆとりある建物上空空間が維持されている状況の眺めの代理指標である。

図３　景観施策の経済効果のイメージ

10年

既存建物の効用

既存建物の効用

既存建物の効用

規制下の効用

規制下の効用

11年目以降

21年目以降

31年目以降

41年目以降

既存建物の効用

既存建物の効用

築30年の
建物敷地

築20年の
建物敷地

築10年の
建物敷地

40年

30年

20年

規制下の効用

規制実施

築50年の
建物敷地
（取壊）

更　　地

築40年の
建物敷地

規制下の効用

規制下の効用

実施日以降

実施日以降

規制下の効用



景観施策が固定資産税収に及ぼす影響と課題 47

表２　事業対象地域の想定条件

表３　景観施策に関する想定条件
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表４　地価関数推定に用いたデータの基本統計量

表５　地価関数の推定結果
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景観施策の想定条件とした建築費負担増以外の
項目については、西嶋（2008）で推定した地価
関数に基づきヘドニックアプローチを適用して
測定することとした（表４・５参照）12。具体的
には、高度規制の影響に関しては「基準容積率

（％）×１低専調整係数」13、留保空間に関して
は「G･H･I学区ダミー×留保空間（ｍ）」14に係
る偏回帰係数を採用した。さらに、金銭的な移
転項目については、土地（地代）の変化、固定
資産税等（土地・家屋）の変化を設定した。
　一方、経済主体については、国・自治体、及
び事業区域に世帯、土地所有者を設定した。

₅.₁.₄　測定期間・割引率

　測定期間については、景観施策の目的・性格
等を考慮して50年とした。また、割引率につい
ては、長期国債等の市場利子率の推移・動向並
びに当該事業に係る費用・便益の内容及び事業
リスク等を総合的に検討して3%を採用した15。

₅.₂　便益・金銭的な移転項目の測定

₅.₂.₁　便益項目

　各年の計上額は、経常的な更地16率4%と新築
建物敷地比率2%を与件として内容に応じて算
出することとした17。測定に当たっての考え方
は次のとおりである18。

　①．高度規制の影響
　基本的には使用可能な容積率が実質的に制限
を受けることに基づく収益性低下による負の便
益が考えられる。この使用可能な容積率は建物
の用途・タイプ等により異なるため、制限値の
算出に当たっては、法対象容積率に換算して基
準容積率と比較する必要がある。他方、当該便
益は、経常的な更地においては実施日に、既存
建物の敷地においては建物の建築・建替え時に
具体化すると考えられるため、個別に測定する
必要がある。
　一方、高度規制の影響により実質的に制限さ
れる容積率部分に照応する建物空間に関して
は、前提条件及び想定条件により当該事業区域
内で需要されることになるため、これに係る便
益額も考慮する必要がある。
　②．建築費負担増
　誘導される建物に起因する負の便益であり、
建物の建築・建替え時に発生する。
　③．留保空間の確保
　高度地区変更に伴い制限された高さ以上の生
活環境（留保空間）が安定的に確保されること
による正の便益である。そのため、当該便益に
関しては土地利用及び空間需要の実態に着目す
る必要があり、中層マンション適地と一般建物
適地は区別して測定することになる。同時に前
提条件及び想定条件により当該事業区域内での
代替需要も考慮する必要がある。また、定義上、
測定期間中は事業区域内のいずれかで存在する
ことになる更地については当該便益測定の対象
とはなりがたい19。

12   推定した地価関数に関しては、西嶋淳「ヘドニックアプローチによる環境価値の測定」『資産評価政策学』（資産評価政策学会）
10巻2号，2008年，71－75ページ参照。

13   基準容積率は、都市計画で指定された容積率を基本に前面道路の幅員に基づく制限を考慮した、ある土地に対して建築法規上
許容される容積率の上限値を意味する。ただし、一定比率の屋内駐車場面積や共同住宅における共用廊下等面積は、建築法規上、
容積率不算入とされる規定がある。そのため、高度規制の影響に係る便益測定に当たっては、使用（または使用可能）容積率
を法対象容積率に換算のうえ当該属性（説明変数）に係る偏回帰係数を用いた。

14   G･H･I学区ダミーは、京都市中心部（いわゆる「田の字」地区）に位置する中京区・下京区内の３つの小学校区（通学区）に着
目して設定している。これらの学区内は、従来より職住混在型の地域で、多様な観点で空間需要が強い。近年はマンション居
住の対象として人気が高く、土地利用に関して複数の価値観が対立するケースも見られるが、留保空間に関しては総じて需要
者層の価値づけが高い。

15   わが国の公共投資評価では4%の割引率が一般的であるが、その背景には1980年代後半～ 90年代後半における長期国債利回り水
準（0.8% ～ 8.3%、平均4%強）があるものと推察される。しかし、2000年以降、長期国債利回りは0.5% ～ 1.9%（平均1.5%弱）
で推移している。これらを背景に、現在、わが国における償却資産の償却率を含まない不動産投資利回り水準は3%程度が一般
的となっている。

16   ここでの更地とは、建物の更新に通常必要な平均的期間に照応する暫定的な利用状態を意味する。
17   この設定によると、更地面積は4,000㎡、平均年間新築建物敷地面積は1,920㎡となる。
18   具体的な測定手順については、本稿末尾の〈付録〉表Ⅰ～Ⅳ参照。
19   更地は、土地利用本来の効用を発揮している状況ではないため、意図的に維持された空間と解釈することは妥当ではない。なお、

同じ趣旨により、説明変数としての留保空間の要因測定時においても、更地・空閑地等の面積は除外されている。
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₅.₂.₂　金銭的な移転項目

　土地（地代）及び固定資産税等の変化につい
ての考え方は次のとおりである20。
　①．土地（地代）の変化
　　 　世帯に帰着する便益額から便益享受に当

たっての経費と考えられる家屋の固定資産
税を控除した額を世帯から土地所有者が受
領する額と定義した。実際にはこの定義に
従い、各便益等額の現在価値の総和により
算出した。

　②．固定資産税等の変化
　　 　家屋については、負担増となる建築費に

は償却資産部分がないと仮定し、全てが鉄
筋コンクリート造中高層耐火住宅で新築住
宅の軽減措置（固定資産税のみ）の適用が
あるものとして税額の変化額を算出した。

　　 　土地については、固定資産税評価では建
物及び使用制限がない土地としての評価額
が基準となる。そのため、規制を所与とす
る建物が存在しない段階でも考慮される使

用可能な容積率の制限、建築費負担増に係
る負の便益については、実施日にすべてが
発現すると考えて地価の変化額を算出し
た。そのうえで、建物更新期間中と位置づ
けられる更地を含み、区域内の全宅地が小
規模住宅用地の軽減特例の適用を受けるも
のとして、換算税率を用いた簡便法により
税額の変化額を算出した21。

₅.₃　便益帰着構成表の作成

　以上の手順により測定した費用・便益等の額
を、負担・帰着先の経済主体の該当項目のセル
に整理して便益帰着構成表を作成した（表６参
照）22。このシミュレーションの結果によると、
景観施策の便益の帰着により変化する、土地所
有者が受領することとなる地代の変化額の現在
価値の合計は符号が正となった。しかし、自治
体が受領することになる土地・固定資産税等の
変化額の現在価値の合計は符号が負となった23。
　なお、純便益額の符号も正となっているが、

20   具体的な測定手順については、本稿末尾の〈付録〉表Ⅴ～Ⅷ参照。
21   評価額は、原則、３年に１度の基準年度においてのみ見直され他の２年は据え置きとなるが、地価下落がある場合のみ下落修正

が行われる。計算では簡便化のため課税標準額算出段階で反映させている。
22   モデルの設定条件により事業区域外の経済主体に変化は生じていないため、これらは非表示とした。
23   本シミュレーションに関連して、建物経済的耐用年数（建替率）、更地率等の設定を一定範囲で変化させて簡単な感度分析を行っ

ている。結果は、各項目ごとの設定の単純な変化のみでは土地・固定資産税収の変化額の符号に変化は生じなかった。ただし、
建物への建替えが急速に進む一方で当該建物の耐用年数は長期に及ぶという特殊な設定では、建替率が一定以上になると符号
が正に変化する。

表６　想定事業に係る便益帰着構成表
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採用したモデルの設定条件の下では、純便益額
の大きさは景観施策関連事業費の額に依存する
構造となっているため、このシミュレーション
の目的においては積極的な意味は持たない。

₆．現行の土地課税制度の課題

　本稿のシミュレーションで土地固定資産税収
の変化額の符号が負となった根本原因は、現行
の固定資産課税制度が土地・建物の分離評価を
採用し、かつ、土地については実際の利用状況
にかかわらず更地として評価した額を課税の基
準としていることに求められる。このような固
定資産課税における土地評価方法は従来より実
施されてきたものであるが、過去、税収レベル
では特に問題とはなっていない。その理由は、
近年の社会風潮が規制緩和中心であり、規制あ
るいは負担が先行するという事象がほとんど無
かったためと考えられる。
　しかしながら、最近の景観施策は、長期にわ
たる景観形成シナリオを踏まえ、当初から思い
切った規制・誘導策が提示されている。ただし、
現実を考えると、表面上とは異なり、少数の更
地を除くと負の効果の発現は個々の建物の更新
時期まで先延ばしされ、発現のタイミングが遅
れる正の効果とのバランスが巧妙に調整される
仕組みとなっていることがわかる。このような
最近の都市計画手法の流れに、現在の固定資産
課税における土地評価方法は十分適合できてい
ないと考えられる。
　わが国における公共経済学的アプローチによ
る地方税制度の研究成果の多くは、一定条件下
では土地・固定資産税が効率的資源配分の観点
から望ましいことを示している24。しかしなが
ら、前提となっている地方（地域）公共財は、
一般的な社会資本である。一般的な社会資本整
備の便益は金銭的な費用と表裏一体の関係にあ
るが、都市景観という社会的資本・資産の形成
に係る便益は負の便益と表裏一体の関係にあ
る。これまで、地価への帰着に要する時間的な
問題やスピルオーバーの問題、あるいは建物課
税を併用することの問題等に関しては議論が積
み重ねられてきたが、都市景観のように既得権

との調整問題が厳しいパレート改善にかかわる
最適課税の議論はまだ緒に就いたばかりのよう
に思える。

₇．おわりに

　本稿では、景観施策が現行土地課税制度のも
とで土地の固定資産税収に及ぼす影響につい
て、費用・便益だけでなく金銭的な移転も明示
的に取り扱う便益帰着構成表を用いて検討し、
土地評価方法に起因する現行制度の課題を抽
出・整理した。
　実は、これまでにも土地評価のレベルでは土
地・建物の分離評価がもたらす問題は指摘され
ている。例えば、利益説的な観点から土地・建
物一体の収益性を重視して収益価格を中心に評
価すべきという議論や、借地が多く敷地利用者
の意思だけでは有効利用が進まない実態がある
という議論がこれに該当する。ただし、このよ
うな議論の背景には、土地・建物が分離評価さ
れることにより求められる積算価格的な評価額
が、土地・建物一体の収益価格を上回るという
認識がある。そのため、現況の利用用途を重視
する固定資産評価実務では保守的な価格形成要
因の把握等によって問題解決が図られ、これら
は単なる評価技術上の課題のように扱われてき
たきらいがある。
　しかしながら、筆者は、本稿で取り扱った問
題の本質は、現行の土地評価方法が景観施策の
特性により意図せざる減収をもたらしうる部分
にあるのではないと考えている。建物課税が併
用されている中で、分離評価の原則という形式
的制約の下、土地・建物評価について個別に精
緻化が図られる一方で、評価結果と現実との乖
離を許容していることに対して公平・中立・簡
素という租税原則の観点で懸念しているのであ
る。とはいえ、筆者は、米国の一部の州のよう
な利用状況別ランクごとに収益性ベースで土
地・建物の一体評価を行い課税する方法に対し
て可能性は認めているが、本稿で処方箋を描く
には至っていない。その面で、本研究はまだま
だ途上にあり汗顔の至りであるが、本稿が土地
課税分野のこれからの議論の一助にでもなれば

24   例えば、土居丈朗『地方財政の政治経済学』東洋経済新報社，2000年，237－240ページ、伊多波良雄『地方分権時代の地方財政』
有斐閣，2002年，182－183ページ参照。
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と考えている次第である。
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〈付録〉　　　便益額等の算出手順

表Ⅰa　高度制限の影響（実質的容積率制限）による便益額の算出手順

表Ⅰb　高度制限の影響（実質的容積率制限）による便益額の算出手順

表Ⅱa　高度制限の影響（需要増による容積率の増加）による便益額の算出手順

表Ⅱb　高度制限の影響（需要増による容積率の増加）による便益額の算出手順

表Ⅲ　建築費負担増額の算出手順
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表Ⅳ　規制による（留保）空間確保に伴う便益額の算出手順

表Ⅴ　家屋・固定資産税等の税額変化相当額の算出手順
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表Ⅵ　固定資産税等計算のための地価変化額の算出手順

表Ⅶ　土地・固定資産税等の税額変化相当額及び現在価値の総和の算出手順
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表Ⅷ　各便益等額に係る現在価値の総和の算出手順


